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研究開発交流支援
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マニフェスト等への対応

◆マニフェスト

・４５．環境分野などの技術革新で世界をリードする

・５２．東アジア共同体の構築をめざし、アジア外交を強化する

◆ＩＮＤＥＸ２００９

・（外務・防衛） アジア外交の強化、日韓両国の信頼関係の強化、日中関係

のさらなる深化

・（文部科学） イノベーションを促す基礎研究成果の実用化環境の整備、

世界最先端の環境エネルギー技術の確立

概 要

・JSTと相手国資金配分機関のイコールパートナーシップによる協力枠組み
・JSTと相手機関は、連携して国際研究交流のために、課題の選定・実施を
行う（500～1000万円／課題／年×3年）。
・大学、研究所等への研究集会、研究者派遣・招聘、交流に必要な小規模の
研究費等を支援。
・協力推進のため、JSTが相手国資金配分機関と連携して研究集会を開催。

政府間協定や大臣会合での合意等に基づき、文部科学省が特に重要なも
のとして設定した協力対象国・地域と分野における国際研究交流を支援す
る事業。

目的・期待される効果

研究交流

国（文部科学省） 相手国（政府）

通知（相手国・協力分野）

科学技術振興機構

日本側研究者

提案申請 交流費
支援

相手国
対応機関

相手国側研究者

提案申請

実施方針
の伝達

相互協力

政府間合意

交流費
支援

多国間交
流の枠組
みにも対
応可

基本スキーム

戦略的国際科学技術協力推進事業（研究交流型） 平成22年度予算案 ：1,166 百万円
（平成21年度予算額 ：1,276  百万円)

科学技術における国際活動の戦略的推進のツールとして活用

◆科学技術と外交の連携を通じた諸外国との関係強化

・国際研究交流を我が国の外交に体系的に活かして、戦略的な国際科学技術協力を進める
ことで、科学技術外交の強化に資する。

（CSTP「科学技術外交強化に向けて」（平成20年5月）、「科学技術外交の戦略的展開につ
いて」（平成21年6月）の具体的な取組み）

◆研究交流の活性化が生み出す我が国のプレゼンス向上

・我が国の科学技術力を活用して、国際共通課題の解決や他国からの国際的要請・期待に
応え、我が国への信頼を高める。

（第３期科学技術基本計画 『国際活動の戦略的推進』 の達成）

拡充のポイント

19カ国・地域において課題推進予定

アメリカ、ＥＵ、イギリス、スイス、スウェーデン、スペイン、デン
マーク、ドイツ、フィンランド、フランス、韓国、中国、中・韓 *、イ
ンド、シンガポール、タイ、オーストラリア、ニュージーランド、
イスラエル、南アフリカ （*中・韓は一地域として数えない）

● 科学技術協力協定締結済みの国・地域
● ASEANの枠組み等で協力強化すべき国・地域
● 東アジア多国間協力
● その他、戦略的な交流が重要な国等

当面協力強化が必要な国・地域平成２１年度実施国・地域（予定）
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【【相手国・分野及び機構の役割相手国・分野及び機構の役割】】
政府間合意等に基づき、文部科学省が特に重要なものとして設定する
相手国・地域、分野において、機関同士で協力・協調し、イコールパート
ナーシップによる国際共同研究を実施。
（戦略的国際科学技術協力推進事業（研究交流型）で機構が培った諸
外国資金配分機関との関係も活用。）

概 要

◆超伝導やバイオマスなど世界をリードする環境・エネルギー技術の
開発やＩＴ、バイオ、ナノテクノロジー等のイノベーションを促すため
の基礎研究を推進し、国の成長を支える新しい産業の創出に繋が
ることを目指す。
（マニフェスト等への具体的な対応）

◆◆戦略的な国際共同研究を実施することで、単一国で解決できない国
際共通的な課題の解決や、国際連携による我が国の科学技術力
の強化に資する成果を得る。
（CSTP「科学技術外交強化に向けて」（平成20年5月）、「科学技術
外交の戦略的展開について」（平成 21年6月）の具体的な取組
み）

目的・期待される効果

拡充のポイント

戦略的国際科学技術協力推進事業（共同研究型） 平成22年度予算案 ：417  百万円
（平成21年度予算額 ：292  百万円)

課題数 ４課題 → ６課題
○新規 ２課題 （EUまたはアメリカ）
○継続 ４課題 （ドイツ、フランス）

○１課題あたり５０百万円～１億円 / 年

○各採択課題の支援期間は３～５年間

基本スキーム

共同研究

国（文部科学省） 相手国（政府）

通知（相手国・協力分野）

科学技術振興機構

日本側研究者

提案申請
研究費
支援

相手国
対応機関

相手国側研究者

提案申請

実施方針
の伝達

相互協力

政府間合意

研究費
支援

多国間交流の枠組み
にも対応可
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【概要】
日本の優れた科学技術と ODAと の連携により、アジア・アフリカ等
の開発途上国と環境・防災・感染症分野等における科学技術協力を
推進。文部科学省、外務省、ODA支援機関（JICA)と連携し、日本と
開発途上国等との共同研究を推進。ＪＳＴが日本側のプロジェクトの
公募、運営、関係者等の調整行い、開発途上国側の研究者はODA
の支援を受ける。

地球規模課題対応国際科学技術協力事業 平成22年度予算案 ：1,807百万円
（平成21年度予算額 ：1,154百万円)

日本側
大学・研究機関等

日本側
大学・研究機関等

相手国側
大学・研究機関等

相手国側
大学・研究機関等

外務省・ＪＩＣＡ
外務省・ＪＩＣＡ

共同研究

技術協力
（ＯＤＡ）

文部科学省・ＪＳＴ
文部科学省・ＪＳＴ

支 援

科学技術外交の推進

【【マニフェストマニフェスト】】
・４２．地球温暖化対策を強力に推進する
・４５．環境分野などの技術革新で世界をリードする
・５２．東アジア共同体の構築を目指し、アジア外交を強化する

【【資源配分方針（平成資源配分方針（平成2121年年1010月月88日総合科学技術会議）日総合科学技術会議）】】

○科学技術外交の推進

科学技術外交の戦略的展開の観点から必要となる先端研究分野の国際協力、
途上国・新興国との協力における重点課題への対応

【【拡充のポイント拡充のポイント】】
・課題研究費の単価：

平均３２百万円／年・課題→ 平均３８百万円／年・課題
・課題数： ３２課題 → ４８課題 （予定）

【【期待される効果期待される効果】】
日本の科学技術を活用し、相手国・地域が中長期的に自立的に課
題に対応できる能力を養成するとともに、開発途上国をフィールドと
した研究による我が国自身の科学技術の振興、地球的規模課題へ
の対応など、双方にとってWIN-WINのベネフィットを生むことが期待
される。

感染症

生物資源（※）

領 域

防 災

低炭素エネルギー（新規）

領域非特定型

気候変動領域環境・エネルギー

分 野

※H21では「環境・エネルギー」分野の中の1領域であったものを分野として独立設定
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我が国の科学技術情報の海外への発信と海外の科学技術動向等の情報収集、海外とのネットワーク形成等を図るため、国際シンポジウムを開催する。
○平成20年度は「持続可能な未来に向けた科学技術」というテーマで国際シンポジウムを開催した。（H20年10月3日、於：東京）
○平成21年度は、第2回「持続可能な未来社会に向けた科学技術」シンポジウムを開催。ノーベル賞科学者３名を含む研究者、行政担当者等を招聘して、地球環境、感染症
等、地球規模課題をテーマとした議論を行った。（H21年10月7日、於：東京）
○平成22年度も、科学者等を招へいしフォーラムを開催し、地球規模課題への取り組みに関する、我が国に資する多層的な科学技術の国際基盤を整備していく予定。

4242

◆科学技術人材の育成強化のため、外国人研究者のわが国へ集まる環境作りを推進する。 【マニフェストＩＮＤＥＸ２００９ への対応】

◆国際科学技術協力を推進していくための基盤整備を推進する。 【第３期科学技術基本計画への対応】
・国際活動強化のための環境整備と優れた外国人研究者受け入れの促進。
・科学技術の国際協力活動において、二国間、多国間枠組で多層的なネットワーク形成。
・アジア諸国等の研究者との交流促進、ネットワーク形成を通じ、アジア諸国等との科学技術コミュニティ強化。

このため、我が国の科学技術情報の積極的な海外への発信、諸外国の情報収集、外国の研究者の受け入れ環境の整備等、引き続き所要の施策の充実を図る必要がある。

概 要

科学技術に関する情報の積極的な海外発信、諸外国の情報の収集、外国人研究者の受け入れ環境の整備等、国際科学技術協力を推進するための基盤の強化を行う。

交流施設運営事業：132百万円 （140百万円）交流施設運営事業：132百万円 （140百万円）

目的・期待される効果

研究情報提供事業：15百万円 （20百万円）研究情報提供事業：15百万円 （20百万円）

海外での事業展開、連絡調整、情報収集活動等を行うため、北米、欧州、中国、アジア太平洋地域の事務所を運営する。
○パリ、北京、シンガポール、ワシントンDCに海外事務所を設置・運営
○海外科学技術動向の調査、海外における機構業務拠点としての活動、機構の業務及び活動に関する広報等の活動を実施

現地研究交流促進：90百万円 （90百万円）現地研究交流促進：90百万円 （90百万円）

竹園ハウス
36室

二の宮ハウス
184室

外国人研究者が長期にわたり安心して研究活動に専念できる良好な研究環境を整備するため、外国人研究者のための宿舎の運営管理
等を行う。
○つくば市にて研究活動を行う外国人研究者へ宿泊施設を提供（竹園ハウス、二の宮ハウス）。
○外国人研究者及び家族のための生活相談、日本語研修、外国人登録、通院支援等種々の生活支援サービス提供を行う。
○平成20年度実績：入居率85.7%、サービスへの満足度は93.8％（目標8割）。

国際科学技術協力基盤整備事業 平成22年度予算案 ：237 百万円

（平成21年度予算額 ：250  百万円)
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科学技術理解増進
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●コーディネーター

外部人材の発掘・研修、理科支援員配置計画の作成等

配
置

配
置
要
望

●理科支援員
大学(院)生、退職教員、
地域の人材等

理科支援員の活動
・観察・実験等の支援

・観察・実験等の準備・後片付け

・教材開発の支援

・理科授業の進め方等の提案・助言

科学技術
振興機構
(ＪＳＴ)

外部人材の活用方法に
ついての助言等

支援

都道府県・政令指定都市教育委員会
大学(院)生や退職教員等の有用な外部人材を、理科支援員として、全国47都道府県・19政令指定都市の小学校に配置する。

概
要
概
要

小学校
全国約2，100校

5、6年理科
（観察・実験等）

小学校の理科授業における観察・実験活動の充実と教員の資質向上を図る。

・「第３期科学技術基本計画」の実現（第３章 「知的好奇心に溢れた子どもの育成」） ○研究者等の顔が子どもに見える機会を拡大するとと
もに、意欲ある教員・ボランティア等の取組みを支援することで、観察・実験等の体験的・問題解決的な学習の機会を充実する。
・ 「基礎科学力強化総合戦略」戦略Ⅲ「初等中等教育における取組の充実」 ○数学、理科の教育について、観察・実験の充実を図るなど、改

善に取り組む。

都道府県・政令指定都市教育委員会

理科支援員配置事業 平成22年度予算案 ： 1,000百万円
（平成21年度予算額 ： 2,450百万円)

目
的
目
的

背
景
背
景
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科学技術系人材育成等に関
する各国理科教育の
調査研究

調査研究

連 携

●第一線の研究者・技術者を講師とする講座型の学習活動

●サイエンスキャンプ（最先端の研究現場における合宿型の学習活動）

●女子中高生の理系進路選択を支援する学習活動

●理数学習を通じたキャリア教育プログラムの開発

●中高生の科学部活動振興【新規】

大学
科学館・科学系博物館
公的研究機関 等

全国の中・高等学校
都道府県教育委員会

等

連携活動

多様な人・機関・モノを活用した取組による効果的な理数学習を促進し、取組を通じて児童生徒の科学技術、理科・数学に関する興味・関心と
知的探求心等を育成するとともに、進路意識の醸成及び分厚い科学技術関係人材層の形成を目指す。

大学、科学館等と学校現場との連携した体験的・問題解決的な取組を支援する。また、当該取組の一層の活性化を図るために、調査研究活動
を併せて実施する。

目
的
目
的

概
要
概
要

現在の理科教育等の取組や問
題に関して、理科教育支援セン
ターにおいて情報を分析等し、
改善方策や取組の充実方法等
について企画・実証することで、
諸活動の活性化や成果の発信
等を行う。

連携活動の
活性化
・

効果的・効
率的な事業
の推進

大学、科学館等と学校現場との連携した体験的・問題解決的な
取組を支援する。

科学技術系人材育成等に資
する国内の理科教育改善・充
実に関する調査研究

（0.5百万円×100件）

（プラン初A：0.2百万円×150件【拡充】、プランA：0.5百万円×450件、プランB：2百万円×90件）

・「第３期科学技術基本計画」の実現（第３章 「知的好奇心に溢れた子どもの育成」） ○意欲ある教員・ボランティア等の取組みや大学・公的
研究機関・企業・科学館・博物館等と学校の連携を支援することで、観察・実験等の体験的・問題解決的な学習の機会を充実する。
・ 「基礎科学力強化総合戦略」戦略Ⅲ「初等中等教育における取組の充実」 ○科学部活動に対する支援を充実する。

背
景
背
景

サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト

（3百万円×5件）

（平成21年度からの継続）

（0.5百万円×80件） 3年間

平成22年度予算案 ： 743百万円
（平成21年度予算額 ： 900百万円)
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○概 要 ： 将来の国際的な科学技術関係人材を育成するため、先進的な理数教育を実施する高等学校等を「スーパー
サイエンスハイスクール」として指定し、学習指導要領によらないカリキュラムの開発・実践や課題研究の推進、
観察・実験等を通じた体験的・問題解決的な学習等を支援する。

○対象機関 ： 高等学校等
○実施期間 ： ５年間

研究機関

民間企業等

管 理 機 関
（教育委員会、学校法人、国立大学法人）

スーパーサイエンスハイスクール支援事業

文 部 科 学 省

・ＳＳＨの研究開発に対する
経費支援
・生徒研究発表会の開催
・ＳＳＨの成果の普及 等

科学技術振興機構（ＪＳＴ）

学校の指定（５年間）

指導・助言・評価

支援

指導・助言・評価

・観察・実験等を通じた体験的・問題解決的な学習
・課題研究の推進
・国際性を育てるために必要な語学力の強化
・創造性、独創性を高める指導方法の研究
・国際的な科学技術コンテストへの積極的な参加 等

スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）

・SSHへの研究者・技術者の派遣

・大学における体験授業の実施

・入試の改善による生徒の学習内容の適切な評価 等

大学

連携連携

地域の他の高等学校

成果の普及

連携・協力

平成22年度予算案 ： 2,064百万円
（平成21年度予算額 ： 1,487百万円）

○先進的理数教育の拠点形成（コアSSH）
・地域の中核的拠点形成 ・海外の理数教育重点校との連携

・全国的な規模での共同研究 ・教員連携

１０６校→１２５校 （5年後〔平成26年度〕200校を目指す）
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・国内選抜活動に係る経費
・国内での指導訓練に係る経費
・国際科学技術コンテスト参加者の旅
費、宿泊費、活動経費
・運営団体の一部経費

各分野の人材育成に
使命感を持つ学会等が運

営団体を構成

学会等の多くは
資金的な基盤が脆弱

認知度が低く、
参加者がまだまだ少ない

＜支援内容＞

・世界で活躍できる卓越した人材の輩出

・科学技術イノベーションを支える理数系人材の輩出

・コンテスト認知度
・コンテスト参加気運 の大幅向上

参加者層の掘り起こし

国民の科学技術への関心増大・接近（親近感の醸成）

科学技術関係人材の裾野拡大、トップ層の充実

【現状】

日本での国際大会の開催支援

国際化学オリンピック ：2010年 認知度向上、メダリスト等のネットワーク形成
のためのシンポジウム開催【新規】

科学技術コンテストへの参加の支援等を行うことにより、高校生等の理数科目・科学技術に対する興味・関心や目標意識、意欲・能力を高
め、科学技術をリードする人材を育成する。

国際科学技術コンテストの国内大会開催や国際大会への日本代表選手の派遣、国際大会の日本開催等に対する支援を行う。
｛対象：科学技術コンテスト運営団体（公募）（数学、物理、化学、生物学、情報オリンピック等）｝

背景

概要

目的

「第３期科学技術基本計画」の実現（第３章 「知的好奇心に溢れた子どもの育成」「才能ある子どもの個性・能力の伸長」 第４章 「科学
技術に関する国民意識の醸成」） ○様々な主体による科学技術コンテスト等の開催促進 ○才能ある子どもの各種国際科学技術コン
テスト等への参加促進
「基礎科学力強化総合戦略」戦略Ⅲ「初等中等教育における取組の充実」 ○科学技術コンテストに対する支援を充実する

国際科学技術コンテスト支援事業 平成22年度予算案 ： 395百万円
（平成21年度予算額 ： 449百万円)
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企画案応募 採択・支援

選抜・
参加

意欲・能力の
評価

理数に卓越した意欲・能力を有
する児童生徒

知識だけでなく、課題設定・解決能力を
も備えた科学者の卵を輩出！！

卓越した能力をさらに伸ばす！！学校外で、大学レベルも視野に入れた高度で発展的な学習環境を年間通して継続的に提供

観察・実験等を通じた
課題解決型学習

科学者の魅力を児童生徒、
進路担当教員等に伝える

研究開発型企業での
実習体験

地域ボランティア

NPO法人企業

大学・高専

教育委員会

地域教育資源との連携による発掘機能の強化

熱意ある教育者（教員に
限らない）による高度で
発展的な講義

理数に関して卓越した意欲・能力を有する児童生徒が学校外で発展的な内容を体系的、継続的に学べる場を作ることにより、その能力をさらに伸ば
し、質の高い科学者の卵を育成する。

・閣議決定「イノベーション２５」の実現 （第５章 「科学技術イノベーションを支える理数系人材の育成 ○卓越した意欲・能力を有する児童・生徒を対象に高度で発展的な学習機会

を提供する大学等の支援
・「第３期科学技術基本計画」の実現（第３章 「地域に開かれた大学の育成」） ○産業と連携した人材育成の推進など、地域が大学と連携し国の支援とがあいまって、地域の大学
を核とした知識・人材の創出と地域活力好循環を形成していくことが望ましい
・「基礎科学力強化総合戦略」戦略Ⅲ「初等中等教育における取組の充実」 ○才能豊かな子どもに高度な内容を学ぶ機会を提供する取組に対する支援を充実する

未来の科学者養成講座

大学（短期大学及び大学院大学を含む）、高等専門学校を対象として、理数に関して卓越した意欲・能力を有する児童生徒を発掘しさらに伸ばすこ
とに重点を置き、大学レベルも視野に入れた高度で発展的な学習環境を年間通して継続的に提供する工夫した取組を支援する。

概
要
概
要

目
的
目
的

背
景
背
景

平成22年度予算案 ： 162百万円
（平成21年度予算額 ： 150百万円)

新規指定：10百万円×2件 3年間
※発掘機能を強化した取組を推進



49※教育情報ナショナルセンター ：教育・学習に関する情報ネットワーク 新学習指導要領に基づいたLOM(学習オブジェクトメタデータ)による学習用語検索が可能。

理科教育・理科自習学習の充実、教員の理科指導力の向上

理科ねっとわーく

学校
・普通教室における一斉授業

・登録教員48,000人超(21年11月現在）

・自習学習促進のための教材配布等

・教科書指導書としてのデジタル教材

・一般家庭等で
利用可能

一般
デジタル教材開発・素材の集積
・最先端科学技術研究成果の集積
・国立教育政策研究所等の
成果素材を集積
・教育現場のニーズを反映
・学習指導要領に準拠

学校教育版

※NICER-LOMの活用

理科ねっとわーく一般公開版

一斉授業の様子

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等

一般公開版

こども科学技術白書等

・企業等
（教育、出版、報道、
ＮＰＯ法人、学協会）

※最先端科学技術のデジタル素材の提供

※理科ねっとわーく
を活用した配信

※教科書、雑誌、
デジタル教材等に活用

科学技術・理科に関して児童生徒の知的好奇心、探究心に応じた学習の機会を提供するため、学校教育現場等で活用できる理科教材を開

発し提供するとともに、理科教材を普及する基盤を整備する。

教員や児童生徒等が利用できる最先端科学技術のデジタル素材使った科学技術・理科学習用デジタル教材等を開発し、インターネット等を

通じて教育現場や一般家庭等へ提供する。最先端科学技術のデジタル素材を理科教育に関わる企業等にも提供する。また、デジタル教材

の活用に関する研修等の普及活動を行う。

概
要
概
要

目
的
目
的

・「第３期科学技術基本計画」の実現（第３章 「知的好奇心に溢れた子どもの育成」） ○子どもが分かりやすいデジタル教材・番組の開発・提供を進める
背
景

理科教材開発・活用支援事業
平成22年度予算案 ： 259百万円

（平成21年度予算額 ： 419百万円)
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小・中学生の理数学習意欲・能力を喚起するため、優れた理数系教科指導法を修得し、実践する教員（コア・サイエンス・ティーチャー：CST）を大学で養成する。CSTは、学校
現場での経験を積んだのち、各学校及び地域の理数教育の核となり、地域で展開される研修会や研究会においても指導的な役割を発揮する教員となる。

小・中学校における理数教育に優れた能力を有する教員の養成ときめ細かな授業支援を通じて、最先端の科学の紹介や科学技術と社会のつながりなどを踏まえた魅力ある
授業への改善を図る。

・総合科学技術会議「革新的技術戦略」の実現（２．（２）「次の世代の挑戦する人材の確保」） ○大学と教育委員会との密接な連携により、理科教科で指導力と能力があり、
各学校や地域の理数教育指導において中核的役割を果たす小中学校教員を養成する「コア・サイエンス・ティーチャー養成プログラム(仮称)」の導入を検討（２．（２））
・「基礎科学力強化総合戦略」戦略Ⅲ「高等教育における取組の充実」 ○魅力ある理数授業を行うことができる理数系教員を養成するための取組を強化する。

理数系教員養成拠点構築事業

理科専門科目 小学校

中学校

教育
センター

支 援

理工学系
学部・研究科 理工学系学生

教育学系学生

小中学校教員

教員養成科目

理数教育支援拠点

修了評
価参加

教育学系
学部・研究科

都道府県教委
市区町村教委

教員養成等
ノウハウ

現場ニーズ大 学
CST養成計画策定
養成プログラム開発 教育委員会

CST養成
プログラム実施

修了学生
就職

修了教員による
CST活動

現場実
習科目

支 援

平成22年度予算案 ： 482百万円
（平成21年度予算額 ： 340百万円)

（新規） 5件×30百万円
期間：4年間

目
的
目
的

概
要
概
要

背
景
背
景
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○科学コミュニケーターを活用して、科学技術を国民に分かりやすく伝えるための活動を実施する。
○そのため、日本科学未来館を拠点として、来館者への説明・質疑応答、展示物の企画・開発、最先端の科学技術動向の把握・分析、科学教室等のイベントのコーディネート等を５年間、計
画的に、ＯＪＴで行うことによって、優れた資質・能力を有する科学コミュニケーターを養成する。

○あわせて、日本科学未来館と国内外の科学館・博物館や学校、大学・研究機関等が連携した取組を進める。

科学コミュニケーター人材養成事業
平成22年度予算案 ：368百万円
（平成21年度予算額 ：368百万円) 

概要概要

科学コミュニケーター（ＳＣ）とは日々進展する科学技術の内容を自身の専門分野の枠を超えて積極的に吸収し、その内容と社会との繋がり
と科学技術を取り巻く社会の動向やニーズの把握・分析とあわせ、それらをわかりやすく社会一般に伝えることを業務とする専門的人材。

理系大学院卒者
博士等

日本科学未来館を拠点

科学館、大学、 民
間企業等の ＳＣの力
を活用 できる場所

輩 出

社
会
全
体
で
科
学
技
術
の
振
興
、

科
学
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進

国内外の科学館・博物館 全国の学校 国内外の研究者・技術者等

理解
増進
活動

携連

科学コミュニケーター養成

科学コミュニケーター（ＳＣ） － ５年間で計画的に養成
・研究者や来館者との日常的な対応によるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙの向上
・展示方法の企画やｲﾍﾞﾝﾄ立案による調査・探求・情報分析ｽｷﾙの向上
・分野を超えた広い知識の獲得や体験、実践によるﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｽｷﾙの向上

来館者への説明・質疑応答

展示物の企画・開発
科学教室等のイベントの

コーディネート

最先端の科学技術の動向
の把握・分析

幅広いネットワーク

科学技術振興機構で実施している他の事業（サイエンス・パートナーシップ・プロジェクト（SPP）等）と連携して効果的に実施

・ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽﾊｲｽｸｰﾙやSPPの生徒に未来館で
展示について解説。
・理科教員の研修を実施。

・研究者による未来館への訪問講義の企画・実施。
・研究機関が行う成果発表の企画・実施。
・科学技術理解増進活動に携わる人々が講演や発表を
行うイベントの企画・実施。

・未来館で開発した実験手法を地域
の科学館へ普及。

「第「第33期科学技術基本計画」の実現（「第期科学技術基本計画」の実現（「第33章章 科学技術システム改革」科学技術システム改革」))
○科学技術を一般国民に分かりやすく伝え、あるいは研究者等と社会との間のコミュニケーションを促進する役割を担う人材
（科学コミュニケーター）の養成や活躍を推進する。

「基礎科学力強化総合戦略」（戦略「基礎科学力強化総合戦略」（戦略ⅢⅢ 科学技術リテラシーの向上）科学技術リテラシーの向上） ○「科学技術コミュニケーター」の養成・確保を図る

背景背景

科学コミュニケーﾀｰ人材を養成し、社会の多様な場に輩出する。目的目的
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地域科学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ連携推進
日本科学未来館の科学コミュニ
ケーターやノウハウを活用した地
域拠点科学館の活動を支援し、最
先端の科学技術を分かりやすく伝
える手法や地域の他の機関との連
携手法を普及・定着させる。
（新規 2拠点×22.5百万円 )

身近な場で科学技術や理科に触れる機会を充実することにより、国民の科学技術に関する興味・関心と知識を深化させる。

国
民
の
科
学
技
術
に
関
す
る

興
味
・
関
心
と
知
識
の
深
化公募・採択

・展示手法開発
・コミュニティー育成支援

科学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動に関する情報収集と人材交流を活性化する
＜サイエンスアゴラの開催（ 1回 × 17百万円 ）＞

自治体、科学館・博物館、大学・研究機関、公益法人等

地域活動支援
自治体、科学館・博物館、大学・研
究機関、公益法人等が実施する先
駆的取組を支援
（単独実施型： 70企画×0.5百万円）
（連携実施型： 35企画×1.0百万円）
（研修会実施型:1企画×1.0百万円）
（テーマ設定型：1企画×5百万円）

地域ネットワーク支援
自治体、大学・研究機関等を対象
に複数年の支援を行い、地域に存
在する多様な活動主体が参画する
ネットワークを構築するための基盤
整備を支援（3年間）
（ 新規 3企画× 13百万円 ）

地域における科学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動の促進
対象者を意識した様々な角度からの働きかけの充実と継続的な活動の活性化

目的

・公募事業の募集・採択
・事業報告書の作成
・事業報告会の開催・普及

自治体、科学館・博物館、大学・研究機関、公益法人等が地域において実施する科学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活動を支援。概要

報告

•国民の生涯にわたる科学技術・理科学習
の場の充実

•社会と科学のコミュニケーションの促進

•身近な場で理科や科学技術に触れる機会
の増加

成果公開・普及 積極的な相互連携・人材活用

科学技術振興機構（ＪＳＴ）

「第3期科学技術基本計画」の実現（「第４章 社会・国民に支持される科学技術」) ○成人の科学技術に関する知識や能力（科学技術リテラシー）を
高める ○幼少期から高齢者まで広く国民を対象として、科学技術に触れ、体験・学習できる機会の拡充を図る
「基礎科学力強化総合戦略」戦略Ⅲ「科学技術リテラシーの向上」 ○科学館など地域の身近な場で行われる科学技術コミュニケーション活動を充実

背景

地域の科学舎推進事業 平成22年度予算案 ： 659百万円
（平成21年度予算額 ： 771百万円)

全国規模ネットワーク支援
全国規模のﾈｯﾄﾜｰｸにおいて、
相互に情報を共有し、効果的な
活動手法の開発、普及する取
組を支援（3年間）
（平成21年度からの継続）

連携 連携 連携

継続

継続 継続拡充
新規
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家庭

学校

科学館

・最先端の科学技術をはじめとした科学技術情報発信 ・研究者・技術者の説明責任の発揮
・身近に活用されている科学技術の紹介 ・科学技術に関するトピックスの情報発信

国
民
の
科
学
技
術
に
関
す
る

興
味
・
関
心
と
知
識
の
深
化

国民が手軽に接することができるＴＶメディアやインターネットメディアを活用して科学技術情報をわかりやすく発信することにより、青少年をは

じめとする国民の科学技術に対する興味・関心を喚起し、知識の向上を図る。

様々な分野の科学技術を、研究者や研究機関等と連携しつつ分かりやすく紹介するＴＶ向け科学技術番組等のコンテンツを制作する。制作し
たコンテンツはインターネット等により発信し、国民への普及を図る。

概
要
概
要

目
的
目
的

「第3期科学技術基本計画」の実現（「第４章 社会・国民に支持される科学技術」) ○成人の科学技術に関する知識や能力（科学
技術リテラシー）を高める ○幼少期から高齢者まで広く国民を対象として、科学技術に触れ、体験・学習できる機会の拡充を図る。

背
景
背
景

ＩＴ活用型科学技術情報発信事業 平成22年度予算案 ： 138百万円
（平成21年度予算額 ： 161百万円)

インターネット等による配信

研究者・研究機関等と連携した
科学技術コンテンツ制作

学校・科学館・CATV局等への貸出

○科学技術コンテンツの制作・開発 130本×0.84百万円
【研究者・研究機関等と連携した科学技術コンテンツ制作】

環境・エネルギー実験・工作

生活・社会

生命・自然研究者・技術者

基礎科学・学習 科学館・研究所

宇宙

科学ニュース
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日本科学未来館事業 平成22年度予算案 ：2,198百万円
（平成21年度予算額 ：2,358百万円)

学校連携
・国際会議等での
情報の発信

科学コミュニケーション手法に関する情報の発信

○基礎研究等のための施設を併設し、研究現場を公
開。
○他の研究機関との人材交流や連携活動の実施。
○ＭＯＵの締結による、相互協力関係の構築。

ボランティアによる、
研究棟見学ツアー

研究の推進・交流による情報の発信

最先端の科学技術を展示として分かりやすく発信
（展示物開発、実験プログラム開発）

○第一線の研究者が構想・監修
★分かりやすく伝える展示手法を開発
★最先端の科学技術動向把握と展示開発
★対話による展示解説

＜展示の特徴＞

最先端の科学技術に関する情報の発信

科学技術に関する国民科学技術に関する国民のの
興味・関心と知識の深化興味・関心と知識の深化

日本科学未来館

研究所と連携した友
の会ツアー

●日本科学未来館は、最先端の科学技術に関する情報や科学コミュニケーション手法に関する情報の発信における、
他の科学館等の中核的な施設。

●また、研究所の併設により研究と密着した、他の科学館には見られないアウトリーチ活動の場を提供。

日本科学未来館の特徴を活かし科学コミュニケーター人材養成事業と連携
最先端の科学技術動向の把握・分析、来館者への説明・質疑応答、展示物の企画・開発、科学教室等の
イベントのコーディネート等について、科学コミュニケーター養成の場として活用。

○開発した手法を全国各地の科学館、学校等へ普及
★国内外の科学館等と連携し、情報収集と情報発信
を実施
★学校連携（スーパーサイエンスハイスクール、サイエ
ンス・パートナーシップ・プロジェクト等を実施している
学校等）

★：科学コミュニケーターが主として関わる業務

目 的 国が主体的に取り組むべき課題である最先端の科学技術に関する情報発信を総合的、先導的に推進する。

概 要 ○最先端の科学技術及び科学コミュニケーション手法に関する情報の国内外への発信と交流のための総合的な拠点。
○日本科学未来館を科学コミュニケーターをOJTで養成する拠点として活用し、国内外の科学館・博物館や全国の学校等との連携を進める。

背 景
「第「第33期科学技術基本計画」の実現（「第期科学技術基本計画」の実現（「第44章章 社会・国民に支持される科学技術」）社会・国民に支持される科学技術」）
○日本科学未来館をはじめとする科学館・博物館の充実 ○研究者等と国民の対話（双方向のコミュニケーション）の推進 ○（科学コミュニケーター）人材の養成と確保
「基礎科学力強化総合戦略」（戦略「基礎科学力強化総合戦略」（戦略ⅢⅢ 科学技術リテラシーの向上）科学技術リテラシーの向上） ○日本科学未来館や科学館など地域の身近な場で行われる科学技術コミュニケーション活動の充実

※事業仕分け結果等を踏まえ、委託運営形式を見直し。
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施設整備費補助金

（保有施設の改修）
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本部が入居する川口センタービルは平成２２年には築１６年を超え（平成６年２月竣工）、経年劣化等により性能を維持できなくなったものについて、

もう一方の所有者と共に計画修繕を実施する（外壁シール打換え、外壁洗浄、受変電設備更新等）。

ＪＳＴの負担は全体金額の約１３．５％に相当する（持ち分比に応じて負担）。

川口本部 （築16年経過） 29 百万円

地下駐車場や地下機械室等については湧水が発生しており、防水関連の再施工や補修塗装など、施設の寿命を延ばすための補修の他、

熱交換機のオーバーホール、展示エリアの床補修等を実施する。

日本科学未来館（築9年経過） 42 百万円

【二の宮ハウス】 雨漏り・侵食防止等のための屋根及び外壁シーリング工事、空調システム保全のための修繕、消火設備修繕を実施する。

【竹園ハウス】 雨漏り・侵食防止等のための屋根、外壁及び建具工事を実施する。

外国人宿舎（二の宮：築 9 年経過、竹園：築 19 年経過 ） 27 百万円

独立行政法人科学技術振興機構施設整備費（保有施設の改修）平成２２年度予算額 ： ９８百万円


